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外国人労働者と職場の安全衛生

1



第３条 事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけ
でなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と
健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の
防止に関する施策に協力するようにしなければならない。

事業者等の責務

（事業者の責務等）

労働安全衛生法

労働契約法

第５条 使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労
働することができるよう、必要な配慮をするものとする。
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外国人労働者の労働災害発生状況

休業４日以上の労働災害発生状況の推移（新型コロナウイルス感染症のり患者除く）【神奈川】
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外国人労働者の労働災害発生状況

6

業種別・在留資格別千人率（令和3年 全国）



第14次労働災害防止計画の概要
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8つの重点対策

計画の方向性

 事業者の安全衛生対策の促進と社会的に評価される環境の整備を図っていく。そのために、厳しい経営環境等さ

まざまな事情があったとしても、安全衛生対策に取り組むことが事業者の経営や人材確保・育成の観点からもプ

ラスであると周知する。

 転倒等の個別の安全衛生の課題に取り組んでいく。

 誠実に安全衛生に取り組まず、労働災害の発生を繰り返す事業者に対しては厳正に対処する。

③ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

⑤ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進①

自発的に安全衛生対策に取り組むための
意識啓発

社会的に評価される環境整備、災害情報の分析強化、DXの推進

⑥
業種別の労働災害防止対策の推進

陸上貨物運送事業、建設業、製造業、林業

④
多様な働き方への対応や外国人労働者等の労

働災害防止対策の推進

⑦
労働者の健康確保対策の推進

メンタルヘルス、過重労働、産業保健活動

⑧
化学物質等による健康障害防止対策の推進

化学物質、石綿、粉じん、熱中症、騒音、電離放射線

②
労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業

行動に起因する労働災害防止対策の推進

令和５年(2023年)４月１日～令和10年(2028年)３月31日までの５か年計画

死亡災害：５％以上減少 死傷災害：増加傾向に歯止めをかけ2027年までに減少



外国人労働者の労働災害発生状況

■外国人労働者数の増加に伴い、外国人労働者の死傷者数も増加傾向。全業種と比較して、
外国人労働者の災害発生率は高い。これについて、以下の要因が考えられる。
① 業務経験が比較的短い ② 日本語そのものの理解が不十分
③ コミュニケーション不足により、職場の「危険」の伝達・理解も不足
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※令和4年1月28日厚生労働省発表「外国人雇用状況」の

届出状況まとめ（令和３年10月末現在）より数値引用

重点④

外国人雇用事業所数及び外国人労働者数の推移

令和３年死傷年千人率 新型コロナ含む 新型コロナ除く

全て（役員除く） 2.7 2.3

外国人労働者 3.3 2.7

全ての労働者と比較して外国人労働者
の労働災害発生率は高く対策が急務
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重点事項ごとの具体的取組

④多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

• 「テレワークガイドライン」（＊１）や「副業・兼業ガイドライン」（＊２）に基づく労働者の安全と衛生の確保

（＊１）「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」（令和３年３月改定）

（＊２）「副業・兼業の促進に関するガイドライン」（令和４年７月最終改定）

• 外国人労働者への安全衛生教育や健康管理を実施 ＊国は、危険を「見える化」するピクトグラム安全表示の開発を促進

○ 外国人労働者が、内容を確実に理解できる方法で行う。（母国語や視聴覚教材の使用）

○ 使用させる機械等、原材料等の危険有害性や取扱方法を確実に理解させる。

○ 標識、掲示及び表示等に図解を用いる、母国語で注意喚起語を表示する。 等

アウトプット指標（2027年まで）

母国語や視聴覚教材を用いて、外国人労働者向けの災害防

止の教育を実施している事業場を50％以上

アウトカム指標（2027年まで）

外国人労働者の死傷年千人率を全体平均以下

■ 事業者に取り組んでもらいたいこと

重点④
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外国人労働者安全管理支援事業
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安全衛生管理とコミュニケーション

言葉の壁

外国人材の日本語力 ・コミュニケーションがきちんととれる日本語力がない

日本人従業員の語学力やコミュニケーション力 ・外国人労働者の語学力レベルと日本人従業員のコミュニ

ケーション力や指導力が不足している

方言・慣習など ・日本特有の社交辞令は、外国人には理解しがたい

・外国人材が複数名いると母国語のみで会話し、日本語に

触れようとしない

・日本語は勉強しているものの、方言などは伝わりにくい

業務連絡・作業指示 ・職種的に翻訳しにくい言葉が多い

・日本人従業員が作業指示をする際に、「わかった？」と

半ば強制的な返事を求めてしまう、外国人材は怒られた

くない、理解できていないと思われたくないため、その

場では「わかった」と返事をしてしまう

令和２年３月広島県「県内企業 外国人材雇用実態調査報告書」（抜粋）
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安全衛生管理とコミュニケーション
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安全衛生管理とコミュニケーション
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安全衛生管理とコミュニケーション

「やさしい日本語」への言い換え

１ 話し出す前に内容を整理する
⇒全体像を最初に示しましょう 「結論を先に話す」ように心がけると、話がわかりやすくなります

２ 一文を短くし、語尾を明瞭にして文章を区切る（「です」「ます」で終える）
「ので、から、が、けれど、て、で、たら」といった接続助詞でつながる文を切って分けましょう

「血圧を測らせていただくので、こちらの椅子に腰かけていただけますか。」
⇒「血圧を測ります。この椅子に座ってください。」

３ 尊敬語・謙譲語は避けて、丁寧語を用いる（ため口も避ける）
外国人にとって尊敬語・謙譲語はとても難解なので、外しましょう 「です・ます」の形は最初に教科書に出てくる基本形です

「ご記入ください」⇒「書いてください」 「これはあぶないよ」⇒「これはあぶないです」

４ 単語の頭に「お」をつけない（可能な範囲で）

「お薬」「お会計」⇒「薬」「会計」

５ 漢語よりも和語を使う
漢語は専門用語などによく使われますが、聞いただけ（音だけ）では意味が伝わらないものが多くあります

その場合次のような対応が考えられます

A 置き換える：日常用語に置き換えられるもの
「明日は８時に集合してください」⇒「明日は８時に 集まって ください」
「この作業は４時に終了します」⇒「この 作業は ４時に 終わります」

B 説明を加える：理解度が低く説明が必要な用語
C 意図的に使う（解説付き）：現場でよく使う大事な用語
研磨（磨く）、裁断（切る）、確認（確かめる）
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安全衛生管理とコミュニケーション

「やさしい日本語」への言い換え

６ 外来語を多用しない
外国人には外来語の理解は難しく、英語起源の外来語であっても伝わるとは限りません（そもそも英語はあまり伝わりません）

７ 言葉を言い換えて選択肢を増やす
「測定します」⇒「測ります、調べます」

８ ゼスチャーや実物を提示
操作盤などの指差しで説明、工具などは実物を見せる

９ オノマトペ（擬音語、擬態語）は使わない
「ふわふわ」「どんどん」「ガシャン」「サッと」「ガンガン」⇒なるべき使わない

10 相手の日本語の力が高い場合には「やさしい日本語」をやめる
⇒状況に合わせてスイッチを切る

■「やさしい日本語」を学ぶのは日本人であること

日本での生活を続けるうえで、必要な最低限度の日本語能力は多くの外国人が備えていると考えられます。

日本語能力の未習熟な外国人とコミュニケーションをとっていくうえで、有用なツールとなる「やさしい日本語」に言い換え、

外国人の側に歩み寄るのは日本語を母語とする日本人であるということをしっかりと認識する必要があります。
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安全衛生管理とコミュニケーション

外国人労働者とのコミュニケーションに関する教育支援ツール

（経済産業省HP）



安全衛生管理とコミュニケーション

ピクトグラム安全表示
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生産工程が多様化し、複雑化するとともに、新たな機械設備・化学物質が導入されるなどにより、労働災害の原因も多様化し、そ

の把握を難しくなっています。このため労働安全衛生法令に規定されている最低基準としての危害防止基準を遵守するだけでなく、

建設物、設備、原材料等に起因する危険性・有害性等を事前に調査し、その結果に基づいて労働者の危険又は健康障害を防止するた

めに必要は措置を講ずること（リスクアセスメント）が事業者の努力義務とされました。（安衛法第28条の２）

20

安全衛生教育

教育の前に（リスクアセスメントの実施）

リスクアセスメント実施の基本事項
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リスクアセスメント

の実施手順
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リスクの見積もり例
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リスク低減措置の実施



安全衛生教育

事業場において実施すべき安全衛生教育は、①雇入れ時教育、②作業内容変更時教育、③特別教育、④その他の安全衛生教育に分

けられます。これらの教育を実施するに当たっては事前準備が必要となりますが、受講対象者が日本語を十分理解できない場合には

周到な準備が必要となります。

24

外国人労働者に対する安全衛生教育の準備

厚生労働省ＨＰが提供する資料
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安全衛生教育

26

雇入れ時教育及び作業内容変更時教育

安衛法では、労働者を雇い入れ、又は労働者の作業内容は変更したときは、遅滞なく、労働者が従事する業務に関する安全又は

衛生のための必要な事項について、事業者が教育を行うことが義務付けられています。（安衛法第59条第１項、安衛則第35条）

１ 機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取り扱い方法に関すること

２ 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取り扱い方法に関すること

３ 作業手順に関すること

４ 作業開始時の点検に関すること

５ 当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関すること

６ 整理、整頓及び清潔の保持に関すること

７ 事故時等における応急措置及び退避に関すること

８ 上記に掲げるもののほか、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項

※ 上記事項の全部又は一部に関し十分な知識及び技能を有していると認められる労働者は、当該事項についての教育を省略することができます

雇入れ時に教育及び作業内容変更時に教育すべき事項

教育を行うに当たっては

・母国語の通訳が必要になる場合の対応（同じ会社に同胞の先輩がいる場合の協力）

・作業方法や当該作業に潜む危険についてマニュアル作成・動画を織り込んだ教育資料の作成



安全衛生教育
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危険・有害業務についての教育（安全衛生教育等推進要綱（行政通達））に基づく教育

事業者は、外国人労働者を危険又は有害な業務に就かせるときは、安全衛生教育等推進要綱に基づき、雇入れ時等教育において、当
該危険又は有害な業務に伴う労働災害発生のおそれとその防止対策等について正確に理解させること。その際、下記の事項についても
十分に理解させる必要があること。

１ 転倒災害の防止
転倒災害防止のため、整理整頓等による安全な作業床の保持、危険箇所の表示、手すりや滑り止めの使用方法及び積雪時に滑りに

くい履物や安全な歩行方法

２ 高所作業
高所作業をさせる場合は、作業手順及びその意味、墜落制止用器具の適切な使用方法及び昇降設備の適切な使用

３ 機械設備、車両系建設機械等
機械設備、車両系建設機械等によるはさまれ・巻き込まれ、激突、切れ・こすれ等のおそれのある作業に従事させる場合には、作

業手順及びその意味、安全装置の適切な使用方法及び立入禁止等に係る掲示

４ 化学物質
化学物質を取り扱う作業に従事させる場合は、当該化学物質の危険性又は有害性及びその取扱い方法、呼吸用保護具や化学防護手

袋等の保護具の適切な使用方法、局所排気装置等の換気装置の適切な使用方法

５ 石綿（略）

６ 放射線業務・除染業務等（略）

７ 暑熱環境作業
夏季期間における屋外作業等の暑熱環境における作業に従事させる場合には、熱中症の症状、こまめな塩・水分の補給等予防方法

や応急措置等の緊急時の対処等



安全衛生教育
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特別教育

１ 危険又は有害な業務に係る特別教育

安衛法は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者を就かせるときは、厚生労働省令で定めるところにより、

事業者が当該業務に関する安全又は衛生のための特別な教育を行うことを義務付けています。（安衛法第59条第３項）

対象となる業務は、安衛法第36条に定められており、第１号の「研削といしの取替え又は取替え時の試運転の業務」から第41号の

「墜落制止用器具のうちフルハーネス型も用いて行う作業」まで、58業務を規定しています。

各業務について、教育する科目、範囲、時間、実技教育の有無などの詳細が省令・告示で定められています。定められた要件を満

たした教育となっていないと「未実施」とみなされることに注意が必要です。

国際人材協力機構が発行しているテキスト

建災防が発行しているサブテキスト



就業制限業務
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労働安全衛生法に基づく就業制限（免許、技能講習）

安衛法では、危険・有害性が高く、大きな労働災害に結びづくおそれのある一定の業務等については、都道府

県労働局長の免許を受けた者等、登録講習機関が実施する技能講習を修了した者等、資格を有する者でなければ、

その業務に就かせてはならない業務があります。（一人親方や個人事業主であっても、また、一人作業であって

も資格が必要です。）

就業制限の中には、フォークリフト（最大積載量１トン以上）の運転の業務、つり上げ荷重１トン以上の移動

式クレーンの運転の業務、ガス溶接の業務等、外国人労働者にとっても身近な機材の運転の業務等も含まれます

ので、こうした業務に就かせるときには、あらかじめ資格を取得させる必要があります。

母国語に対応した技能講習を実施している機関の検索先等



日常的な安全衛生活動への参加

30

日本独自の取組ついても外国人労働者の参加を

危険予知訓練（KYT）、危険予知活動（KYK)

作業場などの職場の物理的な状況や工程などの流れの中にある危険要因とそれにより発生する現象を、事前に要

した作業場や作業状況を描いたイラストや写真などを使用して、小集団で話し合い、考え、理解し合い、そのポ

イントや重点的に実施する事項を確認して、行動する前に解決する活動

ヒヤリハット報告活動

重大な事故・災害になりかねない出来事、体験（「ヒヤリ」とした「ハッ」とした経験）の事例を集め、職場に

どのような危険があるかを把握し、事前の対策の樹立と危険への認識を深める活動

ツールボックスミーティング（TBM)

職場で行う作業開始前の打ち合わせのことです。作業を開始する前に、その日の作業において、作業範囲、段取

り、分担などを明らかにして、どのような危険があるかを話し合い、全員で安全衛生のポイントを確認します。

４S（５S）活動

生産性の向上を目指す活動、整理、整頓、清掃、清潔の頭文字のSを取った、もので、躾を加えると５Sとなる

場合もあります。
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健康診断

雇入れ時健康診断の健康診断項目
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健康診断

〇定期健康診断

１年以内ごとに１回、定期健康診断を実施。項目は雇入れ時健康診断と同じですが、年齢等の要件により、項目を省略できる「厚

生労働大臣が定める基準」がある。

〇外国語版健康診断問診票 必要に応じて厚生労働省ホームページで公表しているものを活用。

〇特定業務従事者健康診断

深夜業務や一定の有害業務に従事する労働者に対しては、６月以内ごとに１回、定期健康診断と同じ項目を実施。「健診項目の省

略基準」あり。

〇特殊健康診断

有機溶剤等の取り扱い業務等、有害な業務に従事する労働者に対する健康診断。雇入れ・配置替え、その後６月以内ごとに１回、

健診項目は業務ごとに異なる。過去に従事し、引き続き在籍している者に対して健診義務がある業務もある。

〇給食従業員の検便、酸の取り扱い等の歯又は歯の支持組織に影響のある業務の健康診断

〇健康診断の費用負担

雇入れ時健診、定期健診、特定業務健診、特殊検診の費用ついては、事業者が負担すべきものと示されています。

〇健康診断の受診に要した時間の賃金

多くの企業では、就業時間中に行っているケースが多く、定期健診については、業務遂行との関連で行われるものなので、「労使

協議して決めるべきもの」、「要した時間の賃金を支払うのが望ましい」

特定の有害な業務に従事する労働者に対する健診は、「所定労働時間内に行われることが原則」、「時間外に行われた場合には、

当然割増賃金を支払わなければならない」
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健康管理
一般健康診断と

事後措置



健康管理

34

面接指導及び心理的な程度を把握するための検査等

１ 長時間労働者への面接指導
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面接指導及び心理的な程度を把握するための検査等

２ ストレスチェック

厚生労働省のホームページで調査票を作成し公表
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外国人労働者が医療機関を受診の際に困った事例（静岡県外国人労働者実態調査（令和元年10月））抜粋

日本の治療方法に慣れていない。そもそも病院に行ったことがない。（自国では医療保険が整っていないので

治療代が高額なため）

医師から告げられる病名等が専門用語のため、外国人では理解できない。診断書に記載されている場合も同様

である。

痛みに対する表現、感じ方が日本人と違うため、医療機関でも様々な検査をして調べてくださるが、実際は軽

かったことが多い。

薬の説明

病気の症状の説明

病状・原因の説明と理解

微妙なニュアンスが分からない。また、担当医以外での対応が困難。ズキズキ、シクシクなど。病気の程度が

判断できない。市販薬でよいか、病院に行くのか

通訳者でも専門的な医療用語が理解できないことがある。通訳できない人がいない時に困る

診断書が欲しい時、症状を会社に説明して欲しい時に、その旨を本人が説明できないのと、会社が症状を医療

機関にたずねると個人情報なのでと教えてもらえないことがあった

日本語の分かる友人に通訳してもらった
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日常の健康管理（外国人医療に関する情報まとめ）


